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令 和 元 年 度 事 業 報 告 

自 平 成 ３ １ 年 ４ 月  １ 日 

至 令 和  ２ 年 ３ 月 ３ １ 日 

 

 

Ⅰ 公益目的事業 

 

1 研究事業 

 

（１）北九州空港周辺海域における荒天時の走錨に起因する事故防止に関する調査研究 

・平成３０年９月４日、台風２１号により荒天を避けるために錨泊していたタンカ

ーが走錨し、関西国際空港連絡橋に衝突したことにより、人流・物流等に甚大な被

害が発生した。この衝突事故を受け海上保安庁において有識者による検討会が行わ

れ、関西国際空港周辺海域における再発防止策として、大型台風などの来襲が予想

される場合に航行禁止措置が講じられることとなった。同有識者検討会では、関西

国際空港周辺のみならず、すべての海域における対応策の検討が指示されており優

先的に検討を要する海域として北九州空港、長崎空港を含む５つの海上空港周辺海

域が提言された。 

この提言を受け当協会では学識経験者、海事関係者及び関係官公庁職員で構成す

る委員会を設置して、北九州空港周辺海域において船舶が走錨した場合の空港施設

に対する衝突リスクの評価等を行い、走錨に起因する事故防止に関する対応策等を

取りまとめた。                      （委員会３回） 

  

（２）長崎空港周辺海域における荒天時の走錨に起因する事故防止に関する調査研究 

・長崎空港においても、北九州空港と同様に、学識経験者、海事関係者及び関係官

公庁職員で構成する委員会を設置して、長崎空港周辺海域において船舶が走錨した

場合の空港施設に対する衝突リスクの評価等を行い、走錨に起因する事故防止に関

する対応策等を取りまとめた。                （委員会２回） 

 

（３）沖縄付近海域における台風避泊等船舶航行安全対策調査研究 

・日本近海では毎年約２６個の台風が発生しており、そのうち約８個が沖縄付近海

域に接近しており台風の常襲地帯となっている。さらにこの海域を通過する際の台

風は勢力が強く、また、進路が定まっていないものも多く、付近海域を航行する船

舶が的確な避泊・避航をすることは決して容易なものではない。 

当協会は台風襲来時における船舶の動静について、海事関係者へのアンケート調

査を実施するとともに、ＡＩＳ(船舶自動識別装置)データの解析によってその実態

を把握し、沖縄付近海域にける船舶が台風襲来時の対応に参考となる情報を「沖縄

付近海域における台風避難ガイド」として取りまとめた。    （委員会２回） 
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２ 調査事業 

（１）港湾計画改訂等に伴う船舶航行安全対策調査研究 

① 宇部港港湾施設整備に伴う船舶航行安全対策調査検討業務委託 第 7 工区 

委託者：山口県宇部港湾管理事務所 

期 間：平成３０年８月４日から令和２年３月３１日まで 

・山口県は、宇部港における物流拠点としての役割の充実・強化を図ることに加

え、地域の防災拠点として、また人々が集いにぎわう拠点としても地域に貢献する

ことを目指し、港湾計画を改訂して、必要な公共岸壁及び関連する水域施設等を整

備する計画であり、当該港湾計画の改訂に係る船舶航行の安全性について調査・検

討し、必要な航行安全対策を取りまとめた。 

（前年度からの継続事業 委員会２回） 

  

② 川内港長期構想策定調査委託(船舶航行安全対策)(合併) 

委託者：鹿児島県北薩地域振興局 

期 間：平成３０年１２月２６日から令和元年９月３０日まで 

・川内港港湾計画変更に伴い、当該港湾計画の変更に係る船舶航行の安全性につい

て調査・検討し、航行安全対策を取りまとめた。 

（前年度からの継続事業 委員会２回） 

  

（２）海上工事に伴う船舶航行安全対策調査研究 

 

① 石垣新港巡視船係留施設整備(建設工事)に係る航行安全検討業務 

委託者：第十一管区海上保安本部 

期 間：平成３０年８月３日から令和元年６月２８日まで 

・石垣港において巡視船係留施設整備中における航行船舶及び工事作業船の安全性

について調査・検討し、航行安全対策を取りまとめた。 

（前年度からの継続事業 委員会２回、作業部会１回） 

  

② 平成 31年度志布志港船舶航行安全対策検討業務 

委託者：九州地方整備局 志布志港湾事務所 

期 間：令和元年５月１３日から令和２年１月３０日まで 

・志布志港では、港湾計画において新若浜航路および航路・泊地を－１６ｍまで浚

渫する計画であり、その前段として－１４ｍまでの浚渫整備に伴う、潜水探査・浚

渫工事中における一般船舶および工事作業船の安全性について調査・検討し、航行

安全対策を取りまとめた。                （委員会２回） 

 

③ 令和元年度関門航路施工計画変更に伴う船舶航行安全対策検討業務 

委託者：九州地方整備局 関門航路事務所 

期 間：令和元年８月２８日から令和２年１月３１日まで 

・関門航路の西山沖および西海岸沖において、既往委員会の航行安全対策の検討対
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象であった施工計画の一部を変更しての整備に伴い、既往の航行安全対策の適用性

を検討し、新たな安全対策の付加ならびに既往の安全対策の適用を確認し、必要な

安全対策を取りまとめた。                （検討部会１回） 

 

④ 那覇港船舶航行安全対策検討業務 

委託者：沖縄総合事務局 那覇港湾・空港整備事務所 

期 間：令和元年９月４日から令和２年３月３１日まで 

・那覇港臨港道路（港湾１号線）泊大橋のＰ１７橋脚及びＰ１８橋脚の補強工事に

伴う航行船舶に対する安全対策について、対象となる船舶の航行にあたって安全性

の検討を行った。 

 

⑤ 令和元年度博多港船舶航行安全検討業務 

委託者：九州地方整備局 博多港湾・空港整備事務所 

期 間：令和元年１２月９日から令和２年３月２７日まで 

・博多港中央ふ頭沖の航路・泊地における－１２ｍまでの浚渫整備に伴う、潜水探

査・浚渫工事中における一般船舶および工事作業船の安全性について調査・検討

し、航行安全対策を取りまとめた。       （委員会２回、作業部会１回） 

   

（３）船舶大型化に伴う船舶航行安全対策調査研究 

① 那覇港（泊ふ頭地区８号岸壁 １７万ＧＴ級）大型旅客船航行安全対策検討業務 

委託者：那覇港管理組合 

期 間：平成３１年４月２５日から令和元年９月２７日まで 

・那覇港泊ふ頭地区８号岸壁において、平成２９年度に１４万総トン級から１６万

総トン級までの３船型の大型旅客船の航行安全対策について検討のうえ、受入を開

始しているところであるが、新たに１７万総トン級の大型旅客船を受け入れる計画

に伴い、既往の検討手法を踏まえ、入出港、係留の安全性を総合的に評価するとと

もに具体的な航行安全対策を取りまとめた。 

（委員会２回、操船シミュレータ検証実験1回） 

 

② 長崎港広域連携工事（航行安全対策検討委員会） 

委託者：長崎県長崎振興局 長崎港湾漁港事務所 

期 間：令和元年５月１５日から令和２年２月８日 

・長崎港小ヶ倉－１２ｍ岸壁において受入が計画されている１７万総トン級及び 

２２万総トン級大型客船の入出港及び係留の安全性について調査・検討し、必要な

航行安全対策を取りまとめた。 

（委員会３回、作業部会１回、操船シミュレータ検証実験1回） 

  

③ 交港官推 第 1210100-001号 

唐津港（東港地区）官民連携基盤整備推進調査委託（航行安全検討） 

委託者：佐賀県唐津土木事務所 

期 間：令和元年７月８日から令和２年３月１７日まで 
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・唐津港（東港地区）の東港岸壁（－９ｍ）において受入れが計画されている３万

総トン級客船の入出港及び係留の安全性について調査・検討し、必要な航行安全対

策を取りまとめた。 

（委員会３回、作業部会１回、操船シミュレータ検証実験1回） 

  

④ 平良港船舶航行安全検討業務 

委託者：沖縄総合事務局 平良港湾事務所 

期 間：令和元年７月１２日から令和２年３月２７日まで 

・平良港国際クルーズ拠点整備事業として整備が進められている漲水地区の北防波

堤外側の防波堤外旅客船バースに、令和２年春から１４万総トン級の大型客船の暫

定供用が予定されており、当該大型船舶とともに１５万総トン級および１７万総ト

ン級の計３船型について、入出港及び係留の安全性について調査・検討し、必要な

航行安全対策を取りまとめた。 

（委員会３回、作業部会１回、操船シミュレータ検証実験1回） 

  

⑤ 名瀬港調査検討業務委託 

委託者：鹿児島県大島支庁 

期 間：令和元年９月２０日から令和２年３月１７日まで 

・名瀬港において受入れが計画されている９万総トン級および８万総トン級大型客

船の入出港及び係留の安全性について調査・検討し、必要な航行安全対策を取りま

とめた。          （委員会２回、操船シミュレータ検証実験1回） 

  

⑥ 令和元年度九東玄港湾委第１－２号船舶航行安全対策検討業務 

委託者：大分県 

期 間：令和元年１０月１０日から令和２年３月２７日まで 

・別府港において受入れが計画されている１４万総トン級および１７万総トン級大

型客船の入出港及び係留の安全性について調査・検討し、必要な航行安全対策を取

りまとめた。  （委員会３回、作業部会１回、操船シミュレータ検証実験1回） 

  

⑦ 宇部港大型客船入出港に伴う船舶航行安全対策調査業務委託 第１工区 

委託者：山口県宇部港湾管理事務所 

期 間：令和元年１０月２２日から令和２年３月２７日まで 

・宇部港の芝中西１号岸壁（－１３ｍ）および芝中西２号岸壁（－１２ｍ）におい

て受入れが計画されている１１万総トン級大型客船の入出港及び係留の安全性につ

いて調査・検討し、必要な航行安全対策を取りまとめるもので、本年度は委員会１

回を実施した。 

  

⑧ 北九州港（浅野地区）客船入出港に伴う航行安全対策調査業務委託 

委託者：北九州市 

期 間：令和２年２月２５日から令和２年３月３１日まで 

・北九州港浅野地区への客船の受入れに伴う安全対策についての検討にあたり、委
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員会の開催の準備と、船舶航行環境調査（航行実態観測調査を含む。）及び安全性

の検討に係る基礎調査整理を実施した。 

 

⑨ 宇部港芝中地区における公共埠頭の多目的利用方策検討業務 

委託者：中国地方整備局 宇部港湾・空港整備事務所 

期 間：令和２年３月２４日から令和２年７月３１日まで 

・宇部港の芝中西１号岸壁（－１３ｍ）および芝中西２号岸壁（－１２ｍ）におい

て受入れが計画されている１１万総トン級大型客船の入出港及び係留の安全性につ

いての調査・検討に関し、必要なシミュレータ―実験等、委員会の準備作業を実施

した。 

  

３ 情報提供事業 

(1) 船舶航行安全支援業務 

① 平成３０年度新門司港沖外航行安全管理業務 

委託者：九州地方整備局 北九州港湾・空港整備事務所 

期 間：平成３０年４月２５日から平成３１年４月２４日まで 

・新門司沖土砂処分場（２期）及び苅田航路浚渫工事に伴い、工事に関する情

報、通航船舶の情報、気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情

報を通航船舶及び工事関係者等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を

図った。 

  

② 平成３０年度博多港整備船舶安全管理業務（第２次） 

委託者：九州地方整備局 博多港湾・空港整備事務所 

期 間：平成３１年１月２１日から令和元年１１月２９日まで 

・博多港中央ふ頭地区岸壁改良工事及び博多港東航路浚渫工事に伴い、工事に

関する情報、通航船舶の情報、気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、こ

れらの情報を通航船舶及び工事関係者等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事

の安全を図った。 

 

③ 宇部港本港地区航行安全管理業務 

委託者：中国地方整備局 宇部港湾・空港整備事務所 

期 間：平成３１年２月８日から令和元年１１月２０日まで 

・宇部港本港地区・泊地浚渫工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶の情報、

気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事

関係者等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

④ 那覇空港滑走路増設事業船舶航行安全管理業務 

  委託者：沖縄総合事務局 那覇港湾・空港整備事務所 

期 間：平成３１年４月１日から令和２年１月３１日まで 

・那覇空港滑走路増設工事に伴い、工事作業に関する情報、通航船舶の情報、

気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事
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作業関係者等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

   

⑤ 平成３１年度新門司港沖外航行安全管理業務 

委託者：九州地方整備局 北九州港湾・空港整備事務所 

期 間：平成３１年４月１日から令和２年７月３１日まで 

・新門司沖土砂処分場（２期）工事、苅田航路浚渫工事及び北九州港工事（新

門司地区）に伴い、工事に関する情報、通航船舶の情報、気象、海象等に関す

る情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事関係者等に速やかに

伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

⑥ 平成３１年度関門航路整備船舶安全管理業務 

  委託者：九州地方整備局 関門航路事務所 

  期 間：平成３１年４月４日から令和２年１月１０日まで 

・関門港大瀬戸から早鞆瀬戸地区までの浚渫工事及び関門鉄道トンネル上部海

底調査に伴い、工事に関する情報、通航船舶の情報、気象海象等に関する情報

を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事関係者に速やかに伝達し通

航船舶及び工事の安全を図った。 

  

⑦ 廃棄物響灘東護岸築造における船舶安全管理業務委託（３１） 

委託者：北九州市港湾空港局 

期 間：平成３１年４月１２日から令和元年１２月２７日まで 

・響灘東地区護岸築造工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶の情報、気象、

海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事関係者

等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

⑧ 苅田港第２本航路航路標識設置工事に伴う航行安全支援業務 

   委託者：福岡県 苅田港務所 

   期 間：令和元年５月１３日から令和元年６月２８日まで 

・苅田港第２本航路航路標識設置工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶の

情報、気象海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び

工事関係者に速やかに伝達し通航船舶及び工事の安全を図った。 

  

⑨ 石垣新港巡視船係留施設整備に係る航行安全管理業務 

     委託者：第十一管区海上保安本部 

     期 間：令和元年７月１８日から令和２年３月３１日まで 

・石垣新港地区巡視船係留施設整備工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶

の情報、気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶

及び工事関係者等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

⑩ 令和元年度関門航路整備船舶安全管理業務（第２次） 

委託者：九州地方整備局 関門航路事務所 
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期 間：令和元年７月３０日から令和２年１月２０日まで 

・関門港大瀬戸から早鞆瀬戸地区までの浚渫工事に伴い、工事に関する情報、

通航船舶の情報、気象海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航

船舶及び工事関係者に速やかに伝達し通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

⑪ 改修(統合)奥洞海航路船舶安全管理業務委託（３１） 

委託者：北九州市港湾空港局 

期 間：令和元年９月１３日から令和２年２月２８日まで 

・奥洞海航路の浚渫工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶の情報、気象、

海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事関係者

等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

⑫ 令和元年度博多港整備船舶安全管理業務 

委託者：九州地方整備局 博多港湾・空港整備事務所 

期 間：令和元年１０月３日から令和２年６月２６日まで 

・博多港アイランドシティ地区岸壁改良工事及び博多港中央航路地区航路浚渫

工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶の情報、気象、海象等に関する情報

を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事関係者等に速やかに伝達し、

通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

⑬ 苅田港浚渫工事に伴う航行安全支援業務 

委託者：福岡県苅田港務所 

期 間：令和元年１２月１９日から令和２年５月２９日まで 

・苅田港浚渫工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶の情報、気象、海象等

に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事関係者等に速

やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図った。 

 

⑭ 宇部港本港地区航行安全管理業務 

委託者：中国地方整備局 宇部港湾・空港整備事務所 

期 間：令和２年２月２５日から令和２年７月３１日まで 

・宇部港本港地区航路浚渫工事に伴い、工事に関する情報、通航船舶の情報、

気象、海象等に関する情報を迅速に収集し、これらの情報を通航船舶及び工事

関係者等に速やかに伝達し、通航船舶及び工事の安全を図るもので本年度は関

係者との打合せ等を実施した。 

   

(2) 国際ＶＨＦの海岸局の運用 

那覇支援業務室では、那覇空港滑走路増設工事海域付近を航行する船舶、那覇港入出

港船舶に対し、国際ＶＨＦ無線電話を用いて、工事作業情報、入出港時刻等の動静確認

に関する情報、一般通航船舶と工事作業船との行き会いに関する情報等の提供を行うた

めの港湾工事用海岸局を開設し、平成３０年５月７日から運用を開始した。 

また、本海岸局は航路標識法の船舶通航信号所にも該当することから、第十一管区海
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上保安本部長の設置許可を得て、西海防那覇船舶通航信号所としても運用していたが、

那覇空港滑走路増設工事が終了したことから、令和元年１２月２４日に国際ＶＨＦ海岸

局は休止し船舶通航信号所は廃止したが、令和２年５月から那覇港湾施設における浚渫

工事に対応するため海岸局等を再開することとしている。 

 

(3）海難防止強調運動及び海難防止啓蒙活動 

海の事故ゼロキャンペーンにおける運動方針を受け、「西日本海難防止強調運動推進

連絡会議」、「南九州海難防止強調運動推進連絡会議」及び「沖縄地方海難防止強調運

動推進連絡会議」の主催者として、資料の編集等所要の準備を行い、同会議を開催した。 

また、それぞれの地区において、海難防止啓蒙ポスター及び海難防止関連グッズを作

成して啓蒙活動を支援した。 

① 南九州海難防止強調運動推進連絡会議 

日 時  令和元年５月３０日  

場 所  アクアガーデンホテル福丸 

② 西日本海難防止強調運動推進連絡会議 

日 時  令和元年６月３日  

場 所  リーガロイヤルホテル小倉 

③ 沖縄地方海難防止強調運動推進連絡会議 

日 時  令和元年６月１８日  

場 所  第十一管区海上保安本部会議室 

   

(4）講習会の実施 

①  西海防セミナーの開催 

第２３回西海防セミナー 令和元年１０月２日 

「客船の話 / 海賊の話」 

 講師 （一社）日本船長協会 顧問 森本 靖之 

    

②  安全講習会の実施 

   令和元年９月１９日、海上起重基幹技能者技術講習会受講者に対する安全講習を実

施した。 

 

③ 令和元年度ＬＮＧ船安全対策連絡会議 

   日 時  令和元年１１月７日 

   場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 海事広報展示館 

   概 要  ＬＮＧ船の航行及び荷役の安全等に関する調査研究を目的として講演 

及び討議を開催した。 

 

(5）広報活動 

① 「会報」の発行 

   「会報」第１８５号から第１８８号までを作成し会員及び関係先に配布した。引き

続き事業地域内にある主な港湾の港湾紹介を連載し、また、第１８８号では、北九州
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空港及び長崎空港周辺海域における荒天時の走錨に起因する事故防止に関する調査研

究（概要）を掲載した。 

 

②  ホームページ等の充実 

当会及び当会の各支援業務室のホームページ上で安全管理情報を充実させ、海事関

係者はもとより広く社会一般に海難防止思想を啓発した。 

   

③ 海事広報展示館での周知宣伝 

海事広報展示館（関門海峡らいぶ館）では下関市立大学佐藤准教授ゼミ関係者への

関門海峡に関する講演会、灯台記念日展示会、図画コンクール及びクリスマスコンサ

ート等を開催し、海難防止思想の普及及び周知宣伝を行った。 

 

④ 下関カッターレース大会への参加 

令和元年７月２１日、山口県下関漁港において開催された「第８回下関カッターレ

ース大会」にチーム「西部海難防止協会」を編成して参加し、海難防止思想の周知

宣伝を行った。 

                 

Ⅱ 収益目的事業 

調査事業 

１ 外航ＬＮＧ船出港操船解析へのプログラム修正業務 

委託者：北九州エル・エヌ・ジー株式会社 

期 間：平成３１年４月２２日から令和元年６月２８日まで 

・北九州エル・エヌ・ジー基地に入港するＬＮＧ船の航跡データを解析し、同基地

に入港するＬＮＧ船の入港標準経路航行及び入港時の安定的な変針の定常化に資す

るための解析ソフトを出港時の航跡解析にも使用できるように変更し、修正したプ

ログラムを作成した。 

           

２ 次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究（要素技術実証）適地選定に伴う航

行安全検討業務委託 

委託者：株式会社グローカル 

期 間：平成３０年１２月２６日から令和元年５月３１日まで 

・福岡県北九州市白島沖において次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究（要

素技術実証）の実施を目指した適地選定に関して、安全性を検討および船舶航行の

安全面について取りまとめた。      （委員会２回、作業部会１回） 

 

３ 北九州響灘洋上ウィンドファーム（仮称）開発計画に伴う航行安全検討業務委託 

委託者：ひびきウインドエナジー株式会社 

期 間：令和元年１２月２６日から令和２年３月１９日まで 

・北九州港響灘地区において計画されている北九州響灘洋上ウィンドファーム（仮

称）開発計画に関して、必要な航行安全対策を取りまとめるため、開催し調査計

画、事業計画整理、検討方針等について取りまとめた。    （委員会１回） 
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４ 2020年度 北九州響灘洋上ウィンドファーム（仮称）開発計画に伴う航行安全検

討業務委託 

委託者：ひびきウインドエナジー株式会社 

期 間：令和２年３月２日から令和２年８月３１日まで 

・北九州港響灘地区において計画されている北九州響灘洋上ウィンドファーム（仮

称）開発計画に関して、付近航行船舶に与える影響や航行安全上の課題等を検討・

抽出して、響灘洋上風力発電施設の設置・稼働に伴う必要な航行安全対策を取りま

めるもので、委員会開催のための資料作成等を実施した。 

 

Ⅲ 会議 

１ 理事会及び総会 

（1）令和元年度第１回通常理事会 

日 時  令和元年５月３１日 

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

出席者１６名（理事１３名、監事３名） 

議案審議 

第１号議案 平成３０年度 事業報告について 

      第２号議案 平成３０年度 決算について 

      第３号議案 令和元年度 事業計画の変更について 

      第４号議案 令和元年度 収支予算の変更（損益ベース）について 

      第５号議案 諸規定の改正について 

      第６号議案 正会員の入退会について 

      第７号議案 理事の選任について 

      第８号議案 総務部長の選任・解任について 

      第９号議案 専門委員の委嘱について 

      第 10号議案 業務運営会議構成員の委嘱について 

その他 

      業務執行状況報告 

 

（2）令和元年度定時総会 

日 時  令和元年６月２０日  

場 所  リーガロイヤルホテル小倉 

           北九州市小倉北区浅野２－１４－２ 

出席者等１９９名（出席者６３名、委任状３５名、書面１０１名） 

報告事項 

平成３０年度 事業報告について 

議案審議 

      第１号議案 平成３０年度 決算について 

      第２号議案 理事の選任について 

その他 
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    平成３１年度 変更事業計画について 

      平成３１年度 変更収支予算（損益ベース）について 

 

（3）令和元年度第２回通常理事会 

日 時  令和元年６月２０日 

場 所  リーガロイヤルホテル小倉 

           北九州市小倉北区浅野２－１４－２ 

出席者１６名（理事１３名、監事３名） 

議案審議 

第１号議案 代表理事及び業務執行理事の選任について 

第２号議案 副会長及び専務理事の選任について 

第３号議案 支部長の選任について 

第４号議案 会長職務代行順序の決定について 

第５号議案 表彰について 

 

（4）令和元年度第３回通常理事会 

日 時  令和元年１１月１２日 

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

出席者  １６名（理事１３名、監事３名） 

議案審議 

第１号議案 公益財団法人日本海事センター令和２年度補助金交付申請 

について 

第２号議案 専門委員の委嘱について 

その他 

業務執行状況報告 

 

（5）令和元年度第４回通常理事会 

日 時  令和２年３月４日  

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

出席者  １５名（理事１２名、監事３名） 

議案審議 

第１号議案 令和２年度事業計画について 

第２号議案 令和２年度予算について 

第３号議案 令和２年度定時総会の開催について 

第４号議案 専門委員の委嘱について 

第５号議案 銀行保証について 

第６号議案 表彰について 

 

２ 業務運営会議 

    第１回 

日 時  令和元年５月２４日 
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場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

出席者  ７名 

①  一般業務報告について 

②  行事予定について 

③  令和元年度第１回通常理事会、定時総会、第２回通常理事会提出議案に 

ついて 

    第２回 

日 時  令和元年１０月３１日  

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

出席者  ６名 

①  一般業務報告について 

②  行事予定について 

③  公益財団法人日本海事センター令和２年度補助金交付申請について 

④  専門委員の委嘱について 

第３回 

日 時  令和２年２月２６日  

場 所  公益社団法人 西部海難防止協会 会議室 

出席者  ７名 

①  一般業務報告について 

②  行事予定について 

③  令和２年度事業計画について 

④  令和２年度予算について 

⑤  令和２年度定時総会の開催について 

⑥  専門委員の委嘱について 

⑦  銀行保証について 

⑧  表彰について 

 

Ⅳ 会員の現状 

 

区 分 

平成 31年４月 

会  員  数 

退         会 

会    員   数 

入         会 

会    員   数 

令 和 ２ 年 度 

予 定 会 員 数 

 

団 体 会 員  

 

２１３ 

 

     ２ 

 

 １ 

 

２１２ 

 

個 人 会 員 

 

１２ 

 

     １ 

 

      １ 

 

１２ 

 

   計 

 

２２５ 

 

３ 

 

 ２ 

 

２２４ 
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附  属  明  細  書 

 

  令和元年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」 

第３４条第３項に規定する付属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在し

ないので作成していない。 


